
498

GISによる健康格差の見える化

菖蒲川由郷

新潟大学大学院医歯学総合研究科国際保健学分野

Visualization of Health Gap among the communities by using GIS
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要　　旨

　健康格差の縮小は今後の保健施策を立てる上で重要な課題である．世界的にはすでに健康の

社会的決定要因を評価し，健康格差を縮める試みが始まっている．日本では，2013年に施行さ

れた健康日本21（第二次）に“健康格差の縮小”が初めて明記された．我々は，新潟市高齢者

のアンケート調査に基づき，GIS（地理情報システム）を用いて健康格差を見える化した．新潟

市における健康格差の要因を探り，格差縮小の具体的対策を立てる取り組みを今後も継続して

いきたい．

キーワード：健康格差，健康の社会的決定要因，GIS，健康日本21（第2次）

はじめに

　GIS（Geographic　Information　System　l地理情

報システム）を用いた健康格差の見える化を積極

的にi進めてきた．2013年より健康日本21（第二

次）1）が施行され，健康寿命の延伸と健康格差の

縮小を柱とした保健・介護施策が進んでいる．背

景には，本邦において急激に進む人口の高齢化と，

それにともなう医療・介護費の増大がある．本稿

では，特に健康格差の縮小について焦点を絞り，

健康格差対策の世界的動向を傭鰍し，WHOが取

り組んできた健康の社会的決定要因（Social

Dete㎜in㎝ts　of　Heahh）の意義について概説す

る．さらには，我々が取り組んできた新潟市高齢

者の健康格差のGISによる見える化と，その活用

事例を通して，健康格差は本邦においてもすでに

問題になりつつあることを示す．

健康格差対策の動向

　本邦では，2013年より施行された健康日本21

（第二次）において，初めて，“健康格差の縮小”

が謳われた．しかし，世界的には1978年にWHO

とUNICEFによる合同声明として採択されたア

ルマ・アタ宣言に，すでに全ての人間は健康にな

る権利があることが明記されている2）．1998年に
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WHOが健康の社会的な決定要因に関する報告書

を発表後，各国で具体的な取り組みが始まった．

2005年に格差解消に向けたEUサミットが開催

され，36ヵ国から570人もの大臣，政治家，政府

高官らが参加するなど，欧米を中心とした健康格

差解消に向けた運動が活発化した．2008年には

WHOの健康の社会的決定要因委員会が最終報告

として，　‘℃losing　the　health　gap　in　a　generation”

（一世代のうちに格差をなくそう）と呼びかけて

いる3）．このように健康格差を解消しようという

取り組みは歴史的な経緯の上で，近年機運が高ま

っている．

　格差と聞いて連想するものは，人種差別や貧富

の差であろうか．いずれも平等で均一な社会と言

われる日本では縁遠いものと考えがちである．し

かし，日本でも社会格差による健康格差は存在し

ている．例えば，都道府県別に健康寿命を算出し

たときに最も寿命が長い県と短い県の間では，男

性で2．79年，女性で2．95年の差がある，また，所

得が低いほど野菜摂取量が少ない，喫煙者が多い

といった健康行動の違いもすでに知られている

（平成22年国民健康・栄養調査による）．とは言

え，本邦においては健康格差が社会的問題として

認知されるようになったのは最近のことであり，

健康格差対策については欧米各国と比較して後れ

をとっているのが現状である．

健康格差はどこからくるのか

　人間の寿命を決定づける要因として，最も影響

が強いのは生活習慣であり40％を占めると言わ

れる．次いで遺伝要因（30％），社会状況・生活

表1健康の社会的決定要因
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環境（20％）とつづき，医療が寿命に影響する割

合は10％である4）．生活習慣が健康や寿命に及

ぼす影響については，過去数十年の間，フラミン

ガム研究に代表されるコホート調査から，心血管

疾患をはじめとした生活習慣病などの寿命を決定

づける疾患の危険因子のうち，かなりの部分が明

らかになってきていると言える．そして，昨今注

目されているのは，疾患や早死のリスクとなる生

活習慣は，個人の意思や選択だけでなく社会状況

や生活環境に大きく左右されるという点である．

これを“健康の社会的決定要因（Socia1　Deter－

mhlallts　of　Health）”という．

　WHOは健康格差の原因として，全部で10の健

康の社会的決定要因を挙げている（表1），その第

一として社会格差，つまり社会経済的状況が個人

の健康に大きく関わっていることを示した．これ

についてWHOの委員会報告では次のように分か

りやすく表現している．

“今日の子ど着達は，どこで生まれるかだけの違

いで，入生のチャンヌが劇的に異なる．日本やヌ

ウェーデンで生まれれば80歳を超えてまで生き

られると期待できる．ブラジルなら平均寿命はZ2

歳，インドなら63歳である．しかし，それがアフ

リカの国々でぱ5ひ歳に日満たない”健康の社会

的決定要因に関ナる委員会最終報告書，WHOよ
り3り．

　格差の幅こそ異なるが，国の違いを都道府県の

違い，市町村の違いに置き換えることもできる．

後述する新潟市の健康格差の見える化は，新潟市

内の地域間の健康格差に着目した調査結果であ
る，

健康格差を縮めるために

～見える化ツールの活用～

　次に，健康格差の問題を明らかにした上で，施

策に反映させるには，保健セクションだけでなく

他部門との連携や政策立案者（poncy　maker）との

情報共有が重要である，そこで，見える化“viSU一

凪zation”が，強力なツールとなる．　WHOの報告

書では，“問題を測定して理解し，対策の影響を

評価する”ことを健康格差を縮めるための行動三

原則の一つとして挙げている．WHOは，健康格

差対策を推し進めるための具体的な取り組みの一

つとして，Urban　HEART（Urban　Health　Equity

Assessment　and　Response　Tool）という見える化

ツールを開発し，活用している5），このツールは，

地域における健康格差評価として，物理的環境と

インフラ（安全な飲み水の整備状況など），社会

状況（喫煙率，初等教育修了者の割合など），経済

（貧困率，失業率など），健康に関する政策（保健

医療への財政支出率など）といった具体的項目に

ついて地域毎に比較・評価し，色分けによって分

かりやすい一覧表として示している．

　Urban　HEARTはWHO神戸センターが開発し，

2008年のパイロット・プログラム開始以降，ブラ

ジル，インドネシア，イラン，ケニア，マレーシ

ア，メキシコ，モンゴル，フィリピン，スリラン

カ，ベトナムで試験的に導入され，2011年までに，

ほぼ50ヵ国において当局者向けの研修が実施さ

れている．

新潟市高齢者の健康格差

　ここまで，健康格差の歴史的経緯と世界の動向

についてWHOの取り組みを中心に概説してきた．

これらをふまえて，我々がこれまでに新潟市で取

り組んできた健康格差の見える化と，それによっ

て何が言えるか（言える化）について紹介する，

　我々は，2012年に65～74歳の新潟市在住国民

健康保険加入者のうち，特定健康診査（特定健診）

受診者から抽出した約2，000名に対して「特定健

診と健康についてのアンケート調査」を行った．

さらに，2013年に新潟市在住の要介護・要支援認

定を受けていない65歳以上から抽出した8，000

名に対して「健康とくらしの調査」を行った．前

者は新潟市福祉部保険年金課後者は新潟市福祉

部高齢者支援課との協働で行われた．

　2013年の「健康とくらしの調査」は，全国に展

開しているJAGES（Japan　Gerontlogical　Evalua一
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図1　高齢者の日常生活機能の地域差

tion　Study：日本老年学的評価研究）6）の一環と

して行われた．JAGESは北海道から九州まで全国

約30自治体が参加している大規模調査であり，

高齢者の健康格差を生み出す健康の社会的決定要

因，特にソーシャル・キャピタル（地域の絆，結

束の力）を含む地域要因が健康や要介護に与える

影響を明らかにする目的で現在も進行中である．

新潟市は日本海側初の参加都市として2013年に

JAGES調査を行った．それぞれの調査から，新潟

市高齢者の健康状況や生活習慣，社会経済的状況

を含む貴重な情報が得られた．ここでは，それら

の情報を用いて分析した結果の一部を紹介する，

域差を男女別に見える化した．地域による高齢者

の年齢の偏りの影響を除くために，地図には2⑪13

年JAGES調査の全回答者（全国約13、8万人）を

標準集団とした標準化有所見比を表示した．地域

の区分には新潟市が定める27の日常生活圏域を

用いた．図1に結果の一部を示す．地図により男

女別・地域別の傾向が一目瞭然となり，地域ごと

の課題の把握に役立つと考えられる．調査結果の

フィードバックとして，新潟市が主催して市民対

象の公開講座を開催した．また，新潟市職員向け

にも結果の説明とマップの役立て方に関するワー

クショップを開催した．

1。地域高齢者の健康度の見える化マップ

　2⑪13年に行われた「健康とくらしの調査」の

集計結果に基づいて，高齢者の日常生活機能の地

2。高齢者の日常生活機能と社会経済状況との

　　関連

2013年の「健康とくらしの調査」の集計結果



502 新潟医学会雑誌　第129巻　第9号　平成27年（2015）9月

より，新潟市高齢者の日常生活機能の低下は低い

社会経済状況と有意に関連していることが明らか

となった．男女で多少の違いはあるが，運動機能，

口腔機能，認知機能の低下や閉じこもり，うつ傾

向は年齢や生活習慣を調整してもなお社会経済状

況が低いことが有意な関連要因となっていた．比

較的平等な社会といわれる日本の中で，さらに新

潟市という限られた都市の中でも社会経済格差が

存在し，健康格差の要因となっている可能性が示

された．

3．高齢者の医療アクセスに関する解析

　2012年の「特定健診と健康についてのアンケ

ート」では，高齢者の通院に関する情報を得た．

通院している医院・病院と通院のために用いる交

通手段をたずね，新潟市高齢者が通院のためにど

のくらいの距離を何で移動しているかを調べた．

通院距離はGISの道路ネットワーク分析機能を

用いて，直線距離ではなく実際の道のりを算出し

た．回答者のうち，通院距離を算出できた616名

の通院距離の中央値は，およそ2．4㎞であった

が，都市部沖央値2．1㎞）では郊外仲央値

3．5km）と比較して通院距離が短い傾向にあった．

さらには，通院手段や，性・年齢，社会経済的状

況を考慮した上でも，通院距離が長いことが，主

観的健康感が悪いことと有意に関連するという結

果となり，新潟市内でも医療アクセスの格差が健

康の社会的決定要因の一つになっている可能性が

示唆された．

4．生鮮食品店へのアクセスによる肉・魚摂取

　　頻度の違い

　新潟市は80万人の人口を擁する政令指定都市

である，しかしながら，市の中心部と周辺部とで

は都市化の度合いが大きく異なる．2013年の「健

康とくらしの調査」に基づいて，食料品店へのア

クセスと肉や魚を食べる頻度について検討した．

回答者の主観に基づいて，自宅から1㎞以内に

生鮮食品を扱う店がない人の割合が多い地域を特

定したところ，郊外を中心に近隣に生鮮食品店が

少ないエリアが明らかとなった．さらに，そのよ

うなエリアでは，高齢者の肉・魚を摂取する頻度

が低いことが分かった，高齢者の蛋白摂取不足は

低栄養や早死のリスクである．自家用車で自由に

移動できる若者と異なり，高齢者では近くに生鮮

食品店がないという社会環境の格差が健康格差に

つながっている可能性がある．

5．特定保健指導の利用率と地域行事への参加

　　の関連

　健康寿命の延伸を目的とした予防事業の一つと

して特定健診が行われており，疾患リスクが高い

受診者に対して特定保健指導の利用をすすめてい

る．しかし，特定保健指導の利用率に地域差があ

り，新潟市内でも利用率が高い地域と低い地域で

最大3倍の差があった．2012年に行った「特定健

診と健康についてのアンケート」の結果に基づい

て，地域のソーシャル・キャピタル指標と特定保

健指導利用率との関係を地域相関分析により検討

した．地域行事への参加率が高いほど特定保健指

導の利用率が高いという正の相関が認められ

（R＝0．44），地域での行事や活動が活発なエリア

では特定保健指導といった健康に役立つ保健行動

をとる人も多いという関係性が明らかとなった．

地域行事を含む地域のソーシャル・キャピタルの

醸成が地域の健康を促進する可能性が示された．

　この他にも，新潟市高齢者の健康格差とその要

因に関する研究結果が次々に出てきている．今後

の課題は，研究成果を実際の健康格差の縮小に役

立てることである，いわば，“言える化”（何が言

えるか）から，“できる化”（何ができるか）への

展開である．

GISによる健康格差の見える化ツールの活用

　前段で述べたように，見える化は健康格差を評

価し，現状を理解するためにも，今後の施策に役

立てるためにも重要である．ここでは，見える化

ツールを活用した新潟市の事例を紹介する，
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1．JAGES　HEARTの開発
　JAGES2013調査の一環として行われた新潟市

の高齢者に対する「健康とくらしの調査」を介護

予防施策の立案に役立ててもらうために，インタ

ーネット接続さえあれば特別なソフトを必要とし

ないWebマップ形式の見える化ツールを開発し

た．Instant－Atlasという英国のWeb－mapプラ

ットフォームをベースにJAGES研究グループが

開発したものである．JAGES2013調査に参加した

新潟市の介護予防担当部署では，パスワードがあ

れば調査結果のマップをWeb上で閲覧できる，

マップは27の日常生活圏域別に高齢者の健康状

態や社会経済的状況を示すことができる、項目と

表示する高齢者の年代，調査年度を選択すること

でマップが変化する双方向性のシステムである．

地域を担当する保健師は，このマップを活用して

重点項目を検討し，効率的な介護予防・疾病予防

の介入を計画することができる．本システムは，

WHO神戸センターが協働してUrban　HEARrと

調和するかたちで開発されたもので，高齢者の介

護予防に特化した優れた見える化ツールとして，

WHOのホームベージでも紹介されている7）．

2．JAGES　HEARTを用いたワークショップの

　　開催

　見える化ツールは現状を認識し評価するために

優れているが，いくら便利なマップが映し出され

たところで，現場で使われなければ意昧がない．

そこで，新潟市ではJAGES　HEA田を現場で活用

してもらうために，自治体職員向けのワークショ

ップを開催した．ワークショップでは職員（主に

保健師）が4人一組となり，グループ毎に担当す

る地域を決めて話し合いをすすめた．担当地域に

おいて，他の地域と比較して高い要介護リスクを

特定し，課題を整理し意見を出し合ってもらった．

さらに，これらの課題に対して地域の担当者が地

域の住民や組織に対してどのように働きかけるか

を検討し，最後にグループの代表者がまとめを発

表した．このように，グループで見える化ツール

を使いながら，課題を抽出し，解決方法を検討す

ることで，漫然とマップを眺めるよりも効率的で

実用的な話し合いをすることができた．

おわりに

　新潟市の健康格差を見える化し，その要因を探

っている，新潟市高齢者の健康格差を生み出す社

会的決定要因の解明はまだ端緒についたばかりで

ある．経験ある行政担当者や，現場の保健師，そ

して，住民の意見を積極的に取り入れ，現場の施

策に役立つ研究を進めていきたい．現時点では，

新潟市のデータは2013年の横断調査であり，こ

こから疾患や介護・死亡とリスク要因についての

因果関係を判断できない．このため，次回JAGES

調査が行われる予定の2016年に追跡調査を行い，

より強固なエビデンスを構築していく考えである，

　一方で，新潟市のみならず，新潟県内の健康格

差についても調査を進める予定である，新潟県は

豪雪中山間地をかかえている．都市部に比べると

人口が少ないため注目されることも少ない中山間

地であるが，超高齢社会に直面している日本の中

山間地は，まさに高齢化の最先端であり，日本の

未来を映し出す鏡であると言っても過言ではな

い．このような地域で，健康の社会的決定要因を

探り，健康格差を縮める試みを実現することがで

きれば，世界の最先端を行くエビデンスを示すこ

とができると考える．
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